
費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

★国民健康保険特別 ○国民健康保険の概要

　会計 　・加入世帯及び被保険者数

　国保1世帯当たりの被保険者数(年度平均)…1.53人

　・国民健康保険で負担した医療給付費

※医療給付費…医療費のうち三島市が支出した、療養給付費、療養費、

　　　　　　　高額療養費、高額介護合算療養費、移送費の合計。

※1人当たり医療給付費…医療給付費を年度平均被保険者数で除したもの。

01款 総務費　　　　　　　 

 02項 徴税費　　　　　　 

  01目 賦課徴収費　　　　 

47,226,565円

○保険税の状況 ※収納額に還付未済を含まない。

　・全体の収納状況

　・医療給付費分の収納状況

 

 

　・後期高齢者支援金分の収納状況

 

(単位　世帯･人、％、ポイント) 

(単位　円、％) 

(単位　　円) 

(単位　円、％) 

(単位　円、％) 

(単位　円、％) 

合 計 544,556,503 471,395,935 5,987,950 67,172,618 86.57

 　後期高齢者支援金分の現年度と滞納繰越の合計収納率　前年度比1.26ポイント増

　 1世帯当たりの保険税(後期高齢者支援金分)調定額　30,825円　前年度比1.84%減

　 1人当たりの保険税(後期高齢者支援金分)調定額 　 20,211円　前年度比0.50%減

　 医療給付費分の現年度と滞納繰越の合計収納率　　 前年度比2.22ポイント増

　 1世帯当たりの保険税(医療給付費分)調定額　　118,670円　前年度比1.21%減

　 1人当たりの保険税(医療給付費分)調定額  　 　77,809円　前年度比0.14%増

区 分 調 定 額 収 納 額 不 納 欠 損 額 未 収 額 収 納 率

現 年 度 468,296,800 447,278,254 85,509 20,933,037 95.51

滞 納 繰 越 76,259,703 24,117,681 5,902,441 46,239,581 31.63

滞 納 繰 越 369,907,946 111,126,579 30,259,387 228,521,980 30.04

合 計 2,172,736,146 1,833,537,278 30,574,561 308,624,307 84.39

現 年 度 2,497,500,300 2,381,520,365 438,000 115,541,935 95.36

滞 納 繰 越 514,240,687 155,848,581 41,676,815 316,715,291 30.31

合 計 3,011,740,987 2,537,368,946 42,114,815 432,257,226 84.25

　 現年度と滞納繰越の合計収納率　　　　　　　　 　前年度比2.11ポイント増

　 1世帯当たりの保険税調定額　　　　　　　　　164,396円　前年度比1.43%減

　 1人当たりの保険税調定額  　　　　　　　　　107,790円　前年度比0.08%減

区 分 調 定 額 収 納 額 不 納 欠 損 額 未 収 額 収 納 率

現 年 度 1,802,828,200 1,722,410,699 315,174 80,102,327 95.54

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

47,226,565 11,250,000 35,976,565 0

区 分 調 定 額 収 納 額 不 納 欠 損 額 未 収 額 収 納 率

被
保
険
者

 総　数 7,209,824,172 △ 4.55 311,171 △ 2.82

一般被保険者 7,209,793,338 △ 4.49 311,169 △ 2.85

退職被保険者 30,834 △ 99.32 － －

加入数
(年度平均)

市内全体に
占める加入率
(年度末時点)(前年度増減) (前年度比)

世

帯

 総　数 15,192 △ 68 30.33 △ 0.12

一般世帯 15,192 △ 46

退
職

単独世帯 0 △ 13

混合世帯 0 △ 9

被
保
険
者

 総　数 23,170 △ 421 21.07 △ 0.03

一般被保険者 23,170 △ 398

退職被保険者 0 △ 23

医療給付費
1人当たり
医療給付費(前年度比) (前年度比)
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・介護納付金分の収納状況

 

 

○コンビニエンスストア等収納代行業務

　　令和2年11月からPayPay請求書払いによる納付サービスを開始した。

　・コンビニエンスストア等収納代行業務委託 円

(取扱件数)

○預金調査電子化業務

　　新たに預金調査の一部電子化を導入した。

　・預金調査電子化業務委託 円

　　取扱件数(一般会計分含む)　13金融機関　2,077件

02款 保険給付費　　　　　 

 01項 療養諸費　　　　　 

  01目 一般被保険者療養　 

       給付費　　　　　　 

6,226,876,776円 ○一般被保険者療養給付 円

 

 

 

  03目 一般被保険者療養　 

       費

60,887,837円

○一般被保険者療養費支給 円

(単位　円、％) 

(単位　　件) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

補 装 具 175 6,353,254

柔 道 整 復 師 7,484 57,360,869

ア ン マ ･ マ ッ サ ー ジ 298 8,191,500

ハ リ ･ キ ュ ウ 131 1,091,030

合 計 8,414 82,713,455

診 療 費 238,082 6,797,816,993

食 事 療 養 (4,878) 148,199,617

調 剤 141,604 1,439,256,214

訪 問 看 護 691 48,422,920

合 計 380,377 8,433,695,744

(　)の件数は診療費に含まれる

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

60,887,837 60,887,837 0

60,887,837

 (単位　件、円) 

区 分 件 数 費 用 額

診 療 費 326 9,716,802

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

6,226,876,776 6,226,876,776 0

6,226,876,776

 (単位　件、円) 

区 分 件 数 費 用 額

区 分 調 定 額 収 納 額 不 納 欠 損 額 未 収 額 収 納 率

現 年 度 226,375,300 211,831,412 37,317 14,506,571 93.58

滞 納 繰 越 68,073,038 20,604,321 5,514,987 41,953,730 30.27

合 計 294,448,338 232,435,733 5,552,304 56,460,301 78.94

合　計PayPayLINE Pay
モバイルレジ
クレジット

モバイルレジコンビニ税　目

　 介護納付金分の現年度と滞納繰越の合計収納率　 　前年度比2.66ポイント増

　 1世帯当たりの保険税(介護納付金分)調定額　　 37,566円　前年度比0.09%増

　 1人当たりの保険税(介護納付金分)調定額  　　 32,210円　前年度比0.53%増

2,620,111

国 民 健 康 保 険 税 35,871 169 387 232 180 36,839

605,423
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  04目 退職被保険者等療　 

       養費　　　　　　　 

21,093円

○退職被保険者等療養費支給 円

 

 02項 高額療養費　　　　 

  01目 一般被保険者高額　 

       療養費　　　　　　 

921,352,138円

○一般被保険者高額療養費支給 円

　　支給件数　15,931件

  02目 退職被保険者等高  

       額療養費　　　　　 

9,741円

○退職被保険者等高額療養費支給 円

　　支給件数　1件

 04項 出産育児諸費　　　 

  01目 出産育児一時金　　 

28,124,000円

○出産育児一時金支給 円

　　支給件数　67件 　1人当たりの限度額 420,000円

 05項 葬祭諸費　　　　　 

  01目 葬祭費　　　　　　 

8,050,000円

○葬祭費支給 円

　　支給件数　161件　1件当たり  50,000円

 06項 傷病手当諸費　　　 

  01目 傷病手当金　　　　 

49,371円

○傷病手当金支給 円

　　支給件数　1件

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

そ の 他

28,124,000 18,749,333 9,374,667

28,124,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

8,050,000

8,050,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

21,093 21,093 0

国・県支出金 市 債 そ の 他

8,050,000

49,371 49,371

49,371

9,741 9,741 0

9,741

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債

診 療 費 0 0

補 装 具 0 0

柔 道 整 復 師 1 30,134

ア ン マ ･ マ ッ サ ー ジ 0 0

ハ リ ･ キ ュ ウ 0 0

合 計 1 30,134

921,352,138 921,352,138 0

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

921,352,138

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

21,093

 (単位　件、円) 

区 分 件 数 費 用 額
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

03款 国民健康保険事業費　 

　　 納付金  

 01項 医療給付費分  

  01目 一般被保険者医療  

       給付費分　

○一般被保険者医療給付費分事業費納付金 円

2,250,659,702円

  02目 退職被保険者等医  

       療給付費分　

4,153,635円

○退職被保険者等医療給付費分事業費納付金 円

○退職被保険者等過年度精算分 円

 02項 後期高齢者支援金　 

      等分　　  

  01目 一般被保険者後期

       高齢者支援金等分

716,508,706円 ○一般被保険者後期高齢者支援金等分事業費納付金 円

  02目 退職被保険者等後  

       期高齢者支援金等

       分

330,165円

○退職被保険者等後期高齢者支援金等分事業費納付金 円

 03項 介護納付金分  

  01目 介護納付金分  

259,115,311円

○介護納付金分事業費納付金 円

05款 保健事業費　　　　　 

 01項 保健事業費　　　　 

  01目 保健衛生普及費　　 

 

11,081,051円

○データヘルス計画中間分析業務委託 円

　　三島市国民健康保険第2期保健事業実施計画及び第3期特定健康診査等

　実施計画(H30-R5)について、保健事業の実績を分析し中間評価を行うと

　ともに、今後3年間の保健事業や目標を見直した計画を策定した。

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

一 般 財 源
国・県支出金 市 債

0

716,508,706 6,027,000 590,011,546 120,470,160

716,508,706

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

330,165 90,116 240,049

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

259,115,311 4,775,000 254,340,311 0

259,115,311

そ の 他
決　算　額

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支出金 市 債

11,081,051 11,081,051

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支出金 市 債 そ の 他

決　算　額
特　　定　　財　　源

4,153,635

4,400,000

330,165

(単位　　円) 

1,968,381

2,185,254

決　算　額

そ の 他

2,250,659,702

2,250,659,702 155,915,498 419,693,053 1,675,051,151

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

4,153,635
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 02項 特定健康診査等事　 

      業費　　  

  01目 特定健康診査等事　 

       業費　  

117,691,297円 ○健康診査・指導

　　被保険者の生活習慣病予防のため、40歳～74歳の人を対象に特定健診

　及び特定保健指導を、35歳～39歳の人を対象に健康診査及び保健指導を

　実施した。

　・特定健康診査(40歳～74歳)

人 人 %

　・特定保健指導(40歳～74歳)

人 人 %

人 人 %

人 人 %

　・健康診査(35歳～39歳)

人 人 %

　・保健指導(35歳～39歳)

人 人 %

人 人 %

人 人 %

・人間ドック (35歳～74歳は再掲)

人 人 人 人

※脳ドック(人間ドックと併せて実施)

　対象者…40歳～74歳で年度末年齢が偶数の被保険者

06款 基金積立金　　　    

 01項 基金積立金　　   

  01目 基金積立金  

 

48,719,127円

○基金積立金の状況

(単位　　円) 

(単位　　円) 

41.7

積極的支援 16 5 31.3

合　　　計 28 10 35.7

35歳未満 35～39歳 40歳～74歳 (うち脳ドック) 受診者数合計

決　算　額

減 基 金 現 在 高

三島市国民健康保険
運営基金

510,297,312

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支出金

名 称
令和元年 度末 令和２年度中の増減額 令和２年度末

基 金 現 在 高 増

48,719,127 10,837,871 548,178,568

18,361

事業名 対象者数 利用者数 利用率

動機付け支援 463 158 34.1

そ の 他

48,719,127 79,312 48,639,815

5 7 344 (64人) 356

積極的支援 161 38 23.6

合　　　計 624 196 31.4

対象者数 受診者数 (うち人間ドック) 受診率

892 118 (7人) 13.2

事業名 対象者数 利用者数 利用率

動機付け支援 12 5

6,631 (344人) 36.1

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

117,691,297 48,704,375 67,578,922 1,408,000

対象者数 受診者数 (うち人間ドック) 受診率

市 債

(単位　　円) 
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

★介護保険特別会計 ○介護保険の概要

　　わが国の高齢期を支える制度として定着した介護保険制度は、平成12

　年施行時以来、サービスの提供基盤が急速に整備された。

 　 平成12年度末の65歳以上の高齢者数17,814人(高齢化率15.9%)に対し、

　令和2年度末は、32,244人(高齢化率29.6%)と増加しており、介護保険

　サービスを受けられる要介護･要支援認定者数は、制度の浸透や急激な

　高齢化に伴い、平成12年度末の1,721人に対し、令和2年度末は4,701人

　と約2.7倍に増加した。

　　このため、介護保険サービスの給付費が大幅に増加し、平成12年度の

　2,119,473千円に対し、令和2年度の給付額は7,341,267千円と約3.46倍

　の増加となった。

　　令和2年度は第7期介護保険事業計画の最終年度であり、計画の基本

　理念である｢高齢者の生きがいと自立の支援｣に基づき、高齢者が住み慣

　れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、各サービスの

　質の確保を図るとともに、介護予防施策を推進し、高齢者の自立支援と

　要介護状態の重度化防止に努めた。

　　また、在宅医療･介護の連携推進や認知症施策の総合的な推進を積極

　的に展開することで支え合う地域づくりの構築に努めた。

01款 総務費

 01項 総務管理費  

  01目 一般管理費  

114,048,614円

○介護保険システムの改修

　　令和3年度からの介護保険制度改正に伴い、必要な介護保険システム

　の改修を行った。

○地域密着型サービス事業 円

　　要介護者の住み慣れた地域での暮らしを支える地域密着型サービスが

　地域に根ざして普及･定着するよう、地域密着型サービス事業所を指導

　した。また、地域密着型サービス運営懇話会を開催し、地域密着型サー

　ビスの質の確保等について意見交換を実施した。

　　　開催回数　2回

 02項 徴収費

  01目 賦課徴収費　　　　 

 

7,608,772円

○保険料の状況(年間保険料額)

所　得　区　分保険料所得段階

(単位　　円) 

(単位　　円) 

国・県支出金 市 債 そ の 他

49,500円
世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非課税
で前年の合計所得金額(課税年金に係る所得を除く)＋課税年金
収入額が80万円以下

7,608,772 7,360,572 248,200

第1段階 16,500円

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支出金 市 債 そ の 他

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

・生活保護の受給者
・世帯全員が住民税非課税で、老齢福祉年金受給者又は前年
　の合計所得金額(課税年金に係る所得を除く)＋課税年金収
　入額が80万円以下

第2段階 24,700円
世帯全員が住民税非課税で、前年の合計所得金額(課税年金に係
る所得を除く)＋課税年金収入額が80万円より多く120万円以下

第3段階 38,500円 世帯全員が住民税非課税で、第1段階及び第2段階以外

第4段階

114,048,614 4,015,000 109,865,614 168,000

117,193

決　算　額

-181-



費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 

　・収納状況　※収納額に還付未済を含まない。

 03項 介護認定費

  01目 介護認定審査会費

14,561,691円

○認定審査会の状況

　　要介護･要支援認定の申請を受け、審査判定を行うため、月･火･金曜

　日、または、月･水･金曜日の週3回介護認定審査会を開催した。

　　令和2年度は、介護認定審査会を129回開催し、3,293件の申請につい

　て認定を行った。

　　　認定結果

所得段階 保険料 所　得　区　分

(単位　円、％) 

(単位　　円) 

(単位　件) 

99.44

合    計

第11段階 112,700円 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が500万円以上

区 分 調 定 額 収 納 額 不 納 欠 損 額

9,893,150

100.0%3,293

要 介 護 1

446 13.5%

要 介 護 5 276 8.4%

1,793,726,500

92.54

小 計

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が300万円以上
500万円未満

第5段階 55,000円

1,747,121,250 0

滞納繰越分 36,712,100 5,591,800 10,694,200 20,426,100 15.23

合 計

構  成  比

非 該 当 72 2.2%

要 支 援 1 559 17.0%

要 支 援 2 309 9.4%

要 介 護 4

1,752,713,050

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

14,561,691 14,561,691 0

項　　目 件  数

100.00
現
年
分

特別徴収 1,624,445,600 1,624,445,600 0 0

普通徴収 132,568,800 122,675,650 0 9,893,150

10,694,200 30,319,250 97.71

決　算　額

1,757,014,400

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が190万円以上
200万円未満

第9段階 85,200円
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が200万円以上
300万円未満

第10段階 96,200円

849 25.8%

要 介 護 2 441 13.4%

要 介 護 3 341 10.3%

国・県支出金 市 債 そ の 他

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が125万円未満

第7段階 68,700円
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が125万円以上
190万円未満

第8段階 71,500円

未 収 額 収 納 率

第6段階 60,500円

世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非課税
で第4段階以外
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  02目 認定調査費

51,628,203円

○認定調査事業 円

　　要介護･要支援認定の申請者に対して、訪問調査を実施した。また、

　認定審査のための主治医意見書を取り寄せた。

　　令和2年度の申請件数は、新規申請1,224件、更新申請1,371件、区分

　変更申請695件、認定済転入等申請52件の計3,342件であった。

訪問調査実施件数

 04項 運営懇話会費  

　01目 運営懇話会費  

 

486,085円

○運営懇話会事業 円

　　三島市高齢者保健福祉及び介護保険運営懇話会を開催し、第8次高齢

　者保健福祉計画及び第7期介護保険事業計画の進捗管理と、第9次高齢者

　保健福祉計画及び第8期介護保険事業計画の策定に関する協議を行った。

　　　開催回数　　3回

02款 保険給付費

 01項 介護給付費　　　　 

  01目 介護サービス費　　 

7,098,673,590円

○居宅介護サービス費

 

 

 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支出金 市 債 そ の 他

そ の 他

8,086,523

196,039,240

440,140,876

0

40,416,190

332,778,800

280,897,952

873,183,250

3,251件

59,550,855

23,913,129

157,370,398

28,683,577

51,628,203

主治医意見書作成件数 3,133件

決　算　額
特　　定　　財　　源

決　算　額

486,085 486,085 0

(うち、委託131件･嘱託依頼13件)ほか受託14件

486,085

決　算　額

訪問看護

訪問入浴介護

訪問介護

3,579,149,743

326,282,349

16,204,251

51,628,203

国・県支出金 市 債 そ の 他

795,602,353

保険給付額(円)

83,552

23,663

通所リハビリテーション

通所介護

7,098,673,590 2,455,061,684 2,975,967,068 1,667,644,838

3,745

10,717

9,119

751

3,998

525

9,091

利用件数(件)

特定施設入居者生活介護
(短期利用型含む)

短期入所療養介護
(介護療養型医療施設等)

短期入所療養介護
(介護老人保健施設)

短期入所生活介護

51,628,203 0

182

257

15,617

2,158

0

519

3,210

訪問リハビリテーション

一 般 財 源
国・県支出金 市 債

項　　　目

合　　　計

居宅介護支援

住宅改修

特定福祉用具販売

福祉用具貸与

居宅療養管理指導

特　　定　　財　　源
一 般 財 源
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○地域密着型介護サービス費

 

○施設介護サービス費

 

○高額介護サービス費 件 円

○特定入所者介護サービス費 件 円

 02項 介護予防費　　　　 

  01目 介護予防サービス  

　  　 費  

242,593,531円

○介護予防サービス費

○地域密着型介護予防サービス費

○高額介護予防サービス費 件 円

○特定入所者介護予防サービス費 件 円

5

3,200

164

合　　　計 5,141

8,635

270

認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護

項　　　目

(単位　　円) 

819,305,902

合　　　計

介護医療院

介護療養型医療施設

介護老人保健施設

介護老人福祉施設

項　　　目

5,160

利用件数(件)

2,291,554,506

91,193,632

1,434,619

896,303,095

1,302,623,160

保険給付額(円)

福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護

項　　　目

訪問入浴介護

訪問看護

249

利用件数(件)

323,422

保険給付額(円)

地域密着型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型通所介護

地域密着型介護老人福祉施設

認知症対応型共同生活介護

項　　　目

1,763

298

994

222

1,615

147,598,610

61,992,784

定期巡回･随時対応型訪問介護看護

利用件数(件)

合　　　計

1,232

188

646

2,769

113

7

363

38

11

27

0

特定福祉用具販売

116,078,135

53,674,479

413,140,330

小規模多機能型居宅介護

240,694,075

13,250,224

2,899,811

34,183,033

12 47,873

短期入所生活介護

15,848

26,821,564

83,421,728

4,086,947

5,927,466

保険給付額(円)

103,662

32,333,323

利用件数(件)

6

24,167,550

203,767

3,858,738

1,528,161

559,536

968,625

0

保険給付額(円)

住宅改修

101,702,149 56,990,907

合　　　計

介護予防支援

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支出金 市 債 そ の 他

242,593,531 83,900,475

5,732

108

129

8,065

19,358

36,257,826

短期入所療養介護
(介護老人保健施設)

209,611,909

5,688 199,051,530

決　算　額

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所リハビリテーション
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 03項 その他諸費　　　　 

  01目 審査支払手数料　　 

 

5,523,729円

○審査支払手数料 円

　・国保連審査支払業務手数料 円

　・償還払給付額管理処理委託手数料 円

　・高額介護サービス費給付判定結果処理委託手数料 円

　・高額介護サービス費対象者抽出処理委託手数料 円

　・介護保険統計資料作成処理事務手数料 円

　・第三者行為求償事務手数料 円

03款 地域支援事業費

 01項 介護予防・日常生

　　　活支援総合事業費

  01目 介護予防・生活支

　　　 援サービス事業費

○介護予防・生活支援サービス事業 円

197,504,471円 　・国保連審査支払業務手数料(総合事業分) 円

　・介護予防・生活支援サービス業務委託

○その他負担金

　・介護予防・生活支援サービス費負担金 円

　  高額介護予防サービス費相当事業 円

　  高額医療合算介護予防サービス費相当事業 円

○国・県支出金を伴う事業費補助金

　・訪問型サービス事業費補助金 円

　　訪問型サービスB(住民主体による支援方式)によるサービス提供のう

　　ち、サービス単価の伴わない実施主体(自治会、NPO等)に対し、事業

　　費の一部を支援した。　

　　　交付実績　1団体　　

  02目 一般介護予防事業

       費

9,321,832円

決　算　額
特　　定　　財　　源

77,467,971 7,113,135

国・県支出金

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

延べ17人 44,160

495,516

259,226

58,281

20,000

42,300

市 債 そ の 他

5,523,729 1,839,335

3,957件 59,803,403

そ の 他

9,321,832 4,277,182 4,620,403 424,247

利用人数 金　額　(円)

訪問型サービスA
(短期生活援助)

延べ 1人 2,322

訪問型サービスB

事業給付額(円)

訪問型サービス

46,482

市 債

一 般 財 源

100,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金

196,687,217

項　　　目 利用件数

717,254

670,772

項　　　目

5,523,729

5,318,336

27,883

56,929

115,363,502

195,932,475合計金額

通所型サービス 5,880件

介護予防ケアマネジメント 4,802件 20,765,570

合計金額

2,298,973 1,385,421

市 債 そ の 他

197,504,471 112,923,365

-185-



費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○一般介護予防事業 円

　・介護予防普及啓発事業

　・地域介護予防活動支援事業

　　地域における住民主体の介護予防活動の育成･支援を行った。

　　　参加者　237人

　・地域リハビリテーション活動支援事業手数料 円

　　地域における介護予防の取組の機能強化を目的に、住民運営の通いの

　　場(地域サロン等)や体操を普及するボランティア育成のための講座に

　　リハビリテーション専門職を派遣した。

　　　リハビリテーション専門職派遣延人数　13人

　　　(県事業オンライン通いの場を含む)

 02項 包括的支援事業・  

　 　 任意事業費  

　01目 地域包括支援  

　  　 センター運営事業

　　　 費

○地域包括支援センター運営事業 円

123,654,881円 　　高齢者の心身の健康保持及び生活安定のために必要な援助を行うこと

　により保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援するため、市内5

　圏域(三島南、三島北、北上、錦田、中郷の5地区)に地域包括支援セン

　ターを設置し、総合相談支援、権利擁護及び包括的･継続的ケアマネジ

　メント支援の各業務を実施した。

　・地域包括支援センター運営懇話会

　　地域包括支援センターの適切、公正かつ中立な運営確保のため、

　　地域包括支援センター運営懇話会を開催した。

　　　開催回数　　2回

  ・地域包括支援センター運営委託　 　 円

　　市内4地区において地域包括支援センターの設置運営を委託した。

　

(単位　回、人) 

(単位　　円) 

9,321,832

地区 委　託　先 金　額 相談件数

66,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

高齢者健康相談会
(出前健康講座･相談)

老人クラブ等からの依頼により、健康
チェックや寝たきり予防等の健康管理
についての相談指導を実施した。
※上記高齢者健康教育と同時開催もあ
り

6 113

25,093,185 27,586,007

89,938,452

82,513,750

市 債 そ の 他

123,654,881

錦田

1,344

相談実人数

三島北 社会福祉法人　ウェルネスケア 16,714,125 2,662

312

合　　計 82,513,750 9,858

3,32022,306,000

(単位　円、件、人) 

内　　　　　　　　容 回 数 人 数

国・県支出金

中郷 社会福祉法人　静和会 22,306,000 2,242 374

高齢者を対象に、介護予防に対する基
本的な知識を普及するため、有識者等
による講演会や教室、相談会等を開催
した。

143 4,564

介護予防資料等の配
布

高齢者を対象に、介護予防に関する資
料や塗り絵、脳活素材集等を配布し
た。

9 7,036

70,975,689

介護予防教室等

種　　　別

高齢者健康教育
(出前健康講座)

老人クラブ等から依頼を受け、老後に
おける健康の保持･増進、寝たきり予
防、認知症予防等についての健康講座
を実施した。

18 409

独立行政法人地域医療機能
推進機構 三島総合病院

329

北上 医療法人社団　志仁会 21,187,625 1,634 329
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・地域包括支援センター三島(直営)

　　　相談件数1,495件 　相談実人数517人

　02目 任意事業費

 

14,149,065円  

○家族介護教室事業 円

　　要介護高齢者を介護する家族等に対し、介護知識や技術を習得するた

　めの教室を開催した。

　・家族介護教室

　　　三島北地区地域包括支援センター　　委託料　131,500円

　　　動画配信｢仕事と介護の両立支援制度～介護離職をしないために｣

○認知症高齢者見守り事業 円

　　徘徊性のある高齢者の行方不明時の早期発見･保護のため、通信ネッ

　トワークを利用する検索用発信機を貸与した。また、身元不明者保護情

　報共有サービス用QRコード圧着シール及びキーホルダーを配付した。

　　さらに、認知症を正しく理解し、認知症の人とその家族を支える｢認

　知症サポーター｣を養成･育成した。

　・認知症高齢者見守り登録事業　

　　　登録人数　81人

　・認知症サポーター事業

　　　養成講座開催回数　21回、養成人数　369人

○家族介護継続支援事業 円

　　介護認定要介護度3以上の在宅で寝たきりの高齢者を介護している市

　県民税非課税世帯の対象者に対し、紙おむつを給付した。

　　　利用実人数　　　50人　　

○成年後見制度利用支援事業 円

　　判断能力に欠ける身寄りのない認知症高齢者の成年後見人等の報酬費

　用を支援した。

      報酬付与件数　3件

○福祉用具・住宅改修支援事業 円

　　住宅改修理由書作成手数料　　57件×2,200円

○地域自立生活支援事業 円

　・介護相談員報酬 円

　　　6,000円×4回×7人　

　・一人暮らし高齢者等給食サービス事業委託 円

　　食生活の改善と安否の確認を目的として、市内の高齢者に昼食サービ

　　スを提供した。

　　　個人負担金 380円　 14,797食

　・高齢者世話付住宅生活援助員派遣事業委託 円

    市営加茂住宅Ａ棟(18戸)に居住する高齢者を対象に生活援助員を派遣

 　 し、生活指導や安否確認、緊急時の対応等のサービスを提供すること

 　 により、安全かつ快適な生活を営めるよう支援した。

○介護給付等費用適正化事業 円

　・介護給付費通知　　対象者　2,489人

　・ケアプラン指導研修業務委託 円

　　　研修実施回数　6回

(単位　　円) 

125,400

168,000

380,959

100,000

国・県支出金 市 債 そ の 他

14,149,065 8,039,346 2,985,080

1,498,995

498,000

3,124,639

131,500

204,722

158,980円

11,164,289

38,486円

2,350,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

5,742,860
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　03目 包括的支援事業費

 

18,332,957円  

○認知症初期集中支援推進事業 円

　　認知症サポート医と医療･介護の専門職で構成される認知症初期集中

　支援チームを設置し、必要な医療や介護サービス等につながるよう訪問

　支援及び検討会議を行った。また、ファイブ･コグ(高齢者集団認知機能

　検査)を実施し、認知症の早期発見及び普及啓発を行った。

　・認知症初期集中支援チーム医謝礼 円

　　　認知症初期集中支援チーム員会議　　　開催回数12回

　　　認知症初期集中支援チーム検討委員会　開催回数 2回

○認知症地域支援・ケア向上推進事業 円

　  認知症の人とその家族への相談支援や支援体制を構築する役割を持つ

  認知症地域支援推進員を2人雇用し、認知症の人が在宅生活を継続でき

　るよう相談支援を行った。また、認知症カフェを市内5地区(うち4地区

　は委託)で開設した。

　・相談件数　304件

　・認知症カフェ事業委託(4カ所) 円

　・認知症ケアパスの発行　　　　　　　　 円

○在宅医療・介護連携推進事業 円

　　高齢者が住み慣れた地域で人生の最期まで生活できる体制を構築する

　ため、在宅医療介護連携推進会議及び研修会等を開催した。また、医療

　介護連携センターを三島市医師会に委託し、在宅医療コーディネーター

　による医療に関する相談支援を行った。

　・在宅医療介護連携推進会議　開催回数2回

  ・入退院支援検討部会　　　　開催回数2回

  ・全体研修会　　　　　　　　開催回数1回

　・医療介護連携センター運営業務委託 円

      相談件数　　72件

○生活支援・介護予防サービス基盤整備事業 円

　　日常生活上の支援体制の充実･強化及び高齢者の社会参加の推進を一

　体的に行っていくことを目的とし、第1層生活支援コーディネーターを

　1人雇用し市内全域を担当するとともに、社会福祉協議会への委託にて

　各日常生活圏域に第2層生活支援コーディネーターを配置した。また、

　地域課題について話し合う介護予防･生活支援体制整備推進協議会を開

　催した。

　　　第1層生活支援コーディネーター　1人

　　　第1層介護予防･生活支援体制整備推進協議会開催回数　2回

　・生活支援コーディネート業務委託 円

　　　第2層生活支援コーディネーター　5人

　　　第2層介護予防･生活支援体制整備推進協議会延べ開催回数　12回

○地域ケア会議推進事業 円

　　多職種協働により個別事例を検討して地域課題を抽出し、その課題を

　地域づくりや政策形成に結びつけるための地域ケア会議を開催した。

　・地域ケア個別会議　　　　　　　　　開催回数28回

　・介護予防のための地域ケア個別会議　開催回数12回　　

　・地域ケア推進会議　　　　　　　　　開催回数 1回　

(単位　　円) 

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

18,332,957 10,522,789 3,720,292 4,089,876

366,172

240,000

4,303,485

880,000

79,200

3,997,978

5,500,000

199,743

決　算　額
特　　定　　財　　源

3,800,000

9,425,579
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 03項 地域支援事業・

　 　 市単独任意事業費

　01目 地域支援事業・

　  　 市単独任意事業費

8,510円 ○地域支援事業・市単独任意事業 円

　　判断能力に欠ける身寄りのない認知症高齢者等の成年後見制度利用の

　諸手続を行った。

04款 基金積立金　　　　　　

 01項 基金積立金　　　　　

  01目 基金積立金　　  

146,641,150円

○基金積立金の状況

介護保険運営基金

06款 諸支出金 　

 01項 償還金 　

  01目 償還金  

10,016,473円

○償還金の状況

　　令和元年度介護保険事業費の精算に伴う国･県･社会保険診療報酬支払

　基金からの超過受入額返還金等

　・平成30･令和元年度介護保険料還付未済等に係る過誤納還付金　

 02項 繰出金 　

　01目 一般会計繰出金 　

 

43,122,318円

○一般会計繰出金の状況

　　令和元年度介護保険事業費の精算に伴う一般会計からの超過受入額返

　還金の繰出しを行った。

　　　給付費分 円

　　　地域支援事業分 円

　　　低所得者保険料軽減事業分 円

　　　事務費分 円

22,026,518

9,387,451

20,025

11,688,324

区　　分 金　額

国 費 返 還 金 3,459,458

県 費 返 還 金 1,989,688

支 払 基 金 返 還 金

金　額

1,626,100

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

10,016,473

539,787,931

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

増 減 基 金 現 在 高

493,770,781 146,641,150 100,624,000

国・県支出金 市 債 そ の 他

43,122,318

2,941,227

合　　計 8,390,373

区　　分

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

146,641,150 37,305,252 11,428,206 97,907,692

名 称
令和元年 度末 令和２年度中の増減額 令和２年 度末

決　算　額

過 誤 納 還 付 金 等

決　算　額

10,016,473

43,122,318

基 金 現 在 高

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支出金 市 債 そ の 他

8,510 8,510 0

8,510

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

★後期高齢者医療特別 ○後期高齢者医療特別会計の概要

　会計 　　県内の全市町が参加する静岡県後期高齢者医療広域連合を運営主体と

　した、独立した後期高齢者医療制度(加入者は75歳以上と一部の障がい

　を持った人)を平成20年度から実施。　

　　医療機関等での本人の一部負担金を除く後期高齢者医療費の財源構成

　は公費5割(国4/12、県1/12、市1/12)、支援金4割、保険料1割となって

　おり、この内、市の特別会計へ納付された保険料及び保険料軽減額に対

　する市県負担金(保険基盤安定負担金)を広域連合へ納付した。

01款 後期高齢者医療広域  

　　 連合納付金

 01項 後期高齢者医療広  

　　　域連合納付金

  01目 後期高齢者医療広

　　　 域連合納付金 ○保険料の状況

　・賦課の状況(現年)

1,484,212,297円

　・収納状況　※収納額に還付未済を含まない。

 

・現年度1人当たりの保険料調定額(過年度分を除く)　73,362円

○広域連合への納付状況

　・保険料等納付金　1,258,249,900円(3月末までに収納された保険料等)

  ・令和2年度分保険料等納付金　5,947,700円(4～5月に収納された前年

　　度保険料等)

　・保険基盤安定額納付金　220,014,697円

　　7割、5割、2割軽減分、被扶養者軽減分の3/4を県、1/4を市負担で広

　　域連合に納付 

　　　県負担分　165,011,022円　　市負担分　55,003,675円

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

1,484,212,297

合　計 1,269,548,000 1,260,605,950 393,950 8,548,100 99.30

区 分

決　算　額
特　　定　　財　　源

特別徴収

区 分
5割減

(被扶養者)
均 等 割
軽 減 無 し

合 計

1,484,212,297 0

    (単位　　人) 

滞 納 繰 越 分 10,442,500 4,959,900 393,950 5,088,650 47.50

(うち過年度) 2,862,900 2,750,600 0 112,300 96.08

小 計 1,259,105,500 1,255,646,050 0 3,459,450 99.73

調 定 額 収 納 額 不 納 欠 損 額 未 収 額 収 納 率

特別徴収 817,247,900 817,247,900 0 0 100.00

普通徴収 441,857,600 438,398,150 0 3,459,450 99.22

2,479 2,756 1,458 2,145 37 5,714 14,589

合 計 2,808 3,048 1,661 2,391 42 7,174 17,124

  (単位　　円、％) 

内併徴者 △ 241 △ 271 △ 142 △ 126 △ 4 △ 561 △ 1,345

普通徴収 570 563 345 372 9 2,021 3,880

7割減
(低収入)

7.75割減 5割減 2割減

(単位　　円) 
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

★墓園事業特別会計 ○墓園事業の概要

　　墓参に来られる方々が気持ちよくお参りできるよう、園内の草刈りや

　整枝剪定等による維持管理と、各種申請手続き及び台帳管理等を行った。

○墓園事業収入

　・年間管理料

　　　　5,550円×  5区画 ＝    27,750円

　　　　5,650円×713区画 ＝ 4,028,450円

　　　　2,825円×　9区画 ＝    25,425円

　・永代使用料

　　　200,000円×  9区画 ＝ 1,800,000円

　・墓所使用承認証再発行手数料

　　　　  300円× 12件　 ＝     3,600円

　・年間管理料督促手数料

　   　　　50円× 24件　 ＝   　1,200円

01款 墓園事業費

 01項 墓園事業費

  01目 墓園管理費

5,391,808円

○墓園管理事業

(単位　　円) 

(単位　　円) 

安全施設(ガードレール
等)設置、水道施設修繕

1,119,800修繕料

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

5,391,808 5,391,808

合　　計 5,391,808

その他維持管理経費 812,508

樹木等管理委託　 1,488,300 樹木剪定

急傾斜地管理委託 605,000 急傾斜地草刈り

公園等管理業務委託 1,366,200 草取り、清掃等

事　業　名 事　業　費 事 業 概 要
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

★駐車場事業特別 ○駐車場概要

　会計 　・名　称　　　　　三島市営中央駐車場

　・所在地　　　　　三島市中央町1番8号

　・構　造　　　　　地上5階6層

　・形　式　　　　　自走式立体駐車場

　・収容台数　　　　269台

　・営業時間　　　　24時間

　・営業開始  　　　平成6年8月14日

○駐車場収入

(　)はR元実績

01款 駐車場事業費

 01項 駐車場事業費  

  01目 駐車場管理費  

33,604,761円

○中央駐車場管理事業 円

　・業務委託状況

  03目 駐車場整備費

 

2,431,117,094円  

○三島駅南口駐車場整備事業 円

　　三島市土地開発公社が先行取得した三島駅南口東街区再開発事業用地

　について、令和2年11月議会の議決を経て、買収を行った。

　　また、用地取得後の市営三島駅南口駐車場の暫定運営に必要となる管

　理業務委託事業者を、プロポーザル方式により選定した。

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　台、円) 

2,431,117,094

国・県支出金 市 債 そ の 他

33,604,761

16,290,934
市営中央駐車場駐車料金徴収及び
清掃等業務

合　　　　計 17,872,379

10,793,640

中央駐車場管理業務委託

　・主な施設修繕

事　　　業　　　名 事　業　費 事　業　概　要

エレベーターの主ロープ及
び調速機ロープ交換修繕

530,640
市営中央駐車場エレベーターの正
常運転を保つため実施

料金精算システム機器入替
修繕

10,263,000
市営中央駐車場料金精算システム
機器の老朽化による修繕

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

事　　　業　　　名 事  業  費 事　業　概　要

中央駐車場施設設備等
保守業務委託

33,604,761

1,581,445
市営中央駐車場の各種設備の保守
業務

33,112,971

(単位　　円) 

令和2年度駐車台数 1日平均 令和2年度使用料収入

91,138
(123,067)

250
(336)

36,244,900
(51,508,900)

99,301
(140,735)

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

2,431,117,094 1,431,100,000 1,000,000,000 17,094

駐 車 台 数 使 用 料

合　　　　計

1日平均
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・用地取得状況　

03款 諸支出金

 01項 繰出金  

  01目 一般会計繰出金  

1,000,000円

○一般会計繰出金の状況

　・平成26年度の市債償還終了に伴い、引き続き繰出しを行った。

(単位　　円) 

(単位　　円) 

1,000,000 1,000,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

一番町3200番4

合　　　 計 9,608.50㎡ 2,431,117,094

地番 地目 買収面積 買収金額

文教町一丁目2785番2 雑種地 2,400.00㎡
2,349,508,594

文教町一丁目2785番10 雑種地 6,928.50㎡

宅地
280.00㎡ 81,608,500

一番町3200番5 宅地
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